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【手続補正書】
【提出日】平成29年1月23日(2017.1.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザにより手動操作され、複数の機器（５１、５２、５３、５４）のうち選択された
指令対象機器に対して作動内容を指令する操作デバイス（２０）と、
　前記機器の各々に関連付けて設定された複数の視線領域（４１ａ、４２ａ、４３ａ、４
４ａ、６２、６３、６４）、および視線検知センサ（３０）により検知されたユーザの視
線方向に基づき、前記視線方向にある前記視線領域に関連付けられた前記機器を前記指令
対象機器として選択する選択手段（９１ａ）と、
　前記指令対象機器が選択されている状態で、複数の前記視線領域のいずれからも外れた
位置に前記視線方向が変化した場合であっても、前記選択を維持させる選択維持手段（９
１ｂ）と、
　前記指令対象機器が選択されている状態で、複数の前記視線領域のいずれからも外れた
位置に前記視線方向が変化した場合に、前記操作デバイスによる指令を制限する制限手段
（９１ｄ）と、
を備えることを特徴とする操作システム。
【請求項２】
　前記手動操作には、複数の指令から所望の指令を選択する選択操作、および選択した指
令を確定する確定操作が含まれており、
　前記制限手段は、前記選択操作による指令を有効にさせつつ前記確定操作による指令を
無効にすることを特徴とする請求項１に記載の操作システム。
【請求項３】
　前記手動操作には、複数の指令から所望の指令を選択する選択操作、および選択した指
令を確定する確定操作が含まれており、
　前記指令対象機器が選択されている状態で、複数の前記視線領域のいずれからも外れた
位置に前記視線方向が所定時間以上ある場合に、前記選択操作および前記確定操作による
指令を無効にすることを特徴とする請求項１または２に記載の操作システム。
【請求項４】
　前記制限手段により指令が制限されている場合に、その制限している旨をユーザに報知



(2) JP 2016-182857 A5 2017.2.23

するように報知装置（８１、８２）の作動を制御する、報知制御手段（９１ｅ）を備える
ことを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の操作システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　開示される発明のひとつは、ユーザにより手動操作され、複数の機器（５１、５２、５
３、５４）のうち選択された指令対象機器に対して作動内容を指令する操作デバイス（２
０）と、機器の各々に関連付けて設定された複数の視線領域（４１ａ、４２ａ、４３ａ、
４４ａ、６２、６３、６４）、および視線検知センサ（３０）により検知されたユーザの
視線方向に基づき、視線方向にある視線領域に関連付けられた機器を指令対象機器として
選択する選択手段（９１ａ）と、指令対象機器が選択されている状態で、複数の視線領域
のいずれからも外れた位置に視線方向が変化した場合であっても、選択を維持させる選択
維持手段（９１ｂ）と、指令対象機器が選択されている状態で、複数の視線領域のいずれ
からも外れた位置に視線方向が変化した場合に、操作デバイスによる指令を制限する制限
手段（９１ｄ）と、を備えることを特徴とする。
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